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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともポリエーテルエーテルケトン樹脂を含有する成形材料を溶融混練してポリエ
ーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造するポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム
の製造方法であって、
　成形材料を溶融混練する押出成形機と、この押出成形機に取り付けられてポリエーテル
エーテルケトン樹脂フィルムを押し出すダイスと、押し出されたポリエーテルエーテルケ
トン樹脂フィルムに接触して冷却する冷却ロールとを用い、
　成形材料のポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度を、温度３９０℃におけ
る真のせん断速度１×１０２ｓ－１の場合に８×１０１～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲内と
するとともに、伸長粘度を、温度３９０℃における伸長粘度曲線で伸長速度２×１００～
２×１０１ｓ－１の場合に７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・ｓの範囲内とし、ダイ
スから冷却ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの
距離を５～１００ｍｍの範囲内とすることにより、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィ
ルムを厚さ５μｍ以下の薄膜に形成することを特徴とするポリエーテルエーテルケトン樹
脂フィルムの製造方法。
【請求項２】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の溶融混練前における含水率を５０００ｐｐｍ以下と
し、押出成形機とダイスの温度を、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の融点～４５０℃の
範囲内とする請求項１記載のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法。
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【請求項３】
　押出成形機に不活性ガスを供給しながら成形材料を溶融混練し、冷却ロールを、ポリエ
ーテルエーテルケトン樹脂の融点未満の温度で使用する請求項１又は２記載のポリエーテ
ルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、厚さ５μｍ以下の薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方
法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂（ＰＥＥＫ）フィルムは、機械的性質、耐熱性、耐薬
品性、耐放射線性、耐加水分解性、電気絶縁性、低吸水性、難燃性、水蒸気バリアー性、
ガスバリアー性に優れたフィルムであり、その特徴に鑑み、電気機器、医療機器、自動車
、航空機等の分野で使用が提案されたり、使用されている。
【０００３】
　具体的には、電気機器の分野では、例えばマイクロスピーカの振動板、回路基板、粘着
テープ、フィルムキャパシタ用のフィルム等として、医療機器の分野では、例えばレーザ
マーキングラベル用基材フィルム等として使用が提案されたり、使用されている。また、
自動車の分野では、例えばオルタネータのスロット絶縁用紙、ハイブリッド電気自動車や
電気自動車用駆動モータに利用されている平角電線の被覆用フィルム、高性能スピーカの
振動板あるいは炭素繊維複合材料用フィルム等、航空機の分野では、断熱防音ブラケット
用フィルムや炭素繊維複合材料用フィルム等として使用が提案されたり、使用されている
。
【０００４】
　ところで、上記分野や情報電子機器の分野では、小型・薄型・軽量化が要望されている
が、この要望に伴い、それらの分野で用いられるポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ム等の樹脂フィルムにも薄肉化が要求されてきている。薄肉のポリエーテルエーテルケト
ン樹脂フィルムを製造する方法としては、例えば（Ａ）溶媒キャスティング法、（Ｂ）特
許文献１に示す積層法、（Ｃ）特許文献２に示す同時二軸延伸法が提案され、実施されて
いる。
【０００５】
　（Ａ）の溶媒キャスティング法は、溶媒にポリエーテルエーテルケトン樹脂を溶解して
ポリエーテルエーテルケトン樹脂溶液を調製し、このポリエーテルエーテルケトン樹脂溶
液を表面が平滑な金属ロール、金属製の平滑なエンドレスベルト、表面が平滑なガラス製
板や樹脂フィルム上に流延し、溶媒を蒸発させて薄肉のポリエーテルエーテルケトン樹脂
フィルムを製造する方法である。
【０００６】
　（Ｂ）の積層法は、エンジニアリングプラスチック溶融体と、このエンジニアリングプ
ラスチック溶融体と剥離性のある樹脂膜との積層体を同時に冷却成形加工し、その後、エ
ンジニアリングプラスチック溶融体の少なくとも片面から樹脂膜を剥離して薄膜のエンジ
ニアリングプラスチックフィルムを製造する方法である。樹脂膜は、溶融している樹脂の
膜からなる溶融積層体から押出成形して得られたもの、又は別工程で冷却成形されたフィ
ルムを用いることができる。
【０００７】
　樹脂膜が溶融している樹脂膜の場合、エンジニアリングプラスチック溶融体と溶融した
樹脂膜とが積層して共に押出成形され、これらが公知のニップロールに挟持されて冷却成
形加工されることにより、薄膜のエンジニアリングプラスチックフィルムが製造される。
これに対し、樹脂膜が別工程で冷却成形されたフィルムの場合、樹脂膜であるフィルム上
にエンジニアリングプラスチック溶融体が押し出され、これらがニップ構造の冷却ロール
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に挟持されて冷却成形加工されることにより、薄膜のエンジニアリングプラスチックフィ
ルムが製造される。
【０００８】
　（Ｃ）の同時二軸延伸法は、ポリアリールケトン系樹脂を含有する前駆体フィルムを製
造した後、この前駆体フィルムに対して少なくとも熱処理を含む同時二軸延伸工程を実施
してプラスチックフィルムを製造する方法である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００７－２１９１２号公報
【特許文献２】特開２０１３－８２０８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、（Ａ）の溶媒キャスティング法は、厚さ精度が要求されるフィルムの成
形には有効ではあるものの、成形工程が煩雑かつ複雑であり、溶媒を完全に除去するには
、長時間に亘って乾燥させなければならない。したがって、ポリエーテルエーテルケトン
樹脂フィルムの生産性を向上させることができず、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィ
ルムが高価になり、コストを削減することができないという問題が生じる。加えて、溶媒
の回収工程が必要になるので、設備が大型化するおそれが少なくない。
【００１１】
　また、（Ｂ）の積層法は、厚みムラが１０％以内で、厚さ６～３８μｍのポリエーテル
エーテルケトン樹脂フィルムを製造することが可能であるが、厚さ５μｍ以下の薄いポリ
エーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造することはできない。また、樹脂膜が溶融し
ている場合、エンジニアリングプラスチック溶融体と溶融した樹脂膜とが積層されるが、
これでは製造工程の複雑化を招くこととなる。また、樹脂膜が別工程で冷却成形されたフ
ィルムの場合、樹脂膜であるフィルムを一度使用してしまうと、変形して再使用が困難と
なるので、結果として、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが非常に高価となり、
コスト削減が期待できない。
【００１２】
　さらに、（Ｃ）の同時二軸延伸法は、耐熱寸法安定性や耐熱変形性に優れ、良好な透明
性を有するポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造することができるものの、ポ
リエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの厚さが１０～１５０μｍとなり、厚さ５μｍ以
下の薄いポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造が非常に困難となる。加えて、
同時二軸延伸工程を要するので、設備が大型化することとなる。
【００１３】
　本発明は上記に鑑みなされたもので、厚さ５μｍ以下のポリエーテルエーテルケトン樹
脂フィルムを製造することができ、しかも、製造工程や設備の簡素化を図り、生産性を向
上させることのできる安価なポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法を提供
することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者等は、鋭意研究した結果、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度
と伸長粘度とに着目し、加えて、ダイスの先端部から冷却ロールにポリエーテルエーテル
ケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離を調整することにより、本発明を完成
させた。
【００１５】
　すなわち、本発明においては上記課題を解決するため、少なくともポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂を含有する成形材料を溶融混練してポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ムを製造するポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法であって、
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　成形材料を溶融混練する押出成形機と、この押出成形機に取り付けられてポリエーテル
エーテルケトン樹脂フィルムを押し出すダイスと、押し出されたポリエーテルエーテルケ
トン樹脂フィルムに接触して冷却する冷却ロールとを用い、
　成形材料のポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度を、温度３９０℃におけ
る真のせん断速度１×１０２ｓ－１の場合に８×１０１～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲内と
するとともに、伸長粘度を、温度３９０℃における伸長粘度曲線で伸長速度２×１００～
２×１０１ｓ－１の場合に７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・ｓの範囲内とし、ダイ
スから冷却ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの
距離を５～１００ｍｍの範囲内とすることにより、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィ
ルムを厚さ５μｍ以下の薄膜に形成することを特徴としている。
【００１６】
　なお、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の溶融混練前における含水率を５０００ｐｐｍ
以下とし、押出成形機とダイスの温度を、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の融点～４５
０℃の範囲内とすることができる。
　また、押出成形機に不活性ガスを供給しながら成形材料を溶融混練し、冷却ロールを、
ポリエーテルエーテルケトン樹脂の融点未満の温度で使用することができる。
【００１９】
　ここで、特許請求の範囲におけるポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムには、微細
な凹凸を形成してその形状を中心線の平均粗さで０．５０μｍ以下とし、ポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂フィルムの摩擦係数を低下させることができる。ポリエーテルエーテル
ケトン樹脂の真のせん断粘度は、温度３９０℃における真のせん断速度１×１０２ｓ－１

の場合に１×１０２～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲内が良い。
【００２０】
　押出成形機には、少なくとも単軸押出成形機、二軸押出成形機、三軸押出成形機、四軸
押出成形機等が含まれる。ダイスには、少なくともＴダイスや丸ダイス等が含まれる。さ
らに、冷却ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接触点としては、冷却
ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接触始点が好ましい。
【００２１】
　本発明によれば、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度や伸長粘度の数値
限定により、例えダイスからポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを引き落としても
、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが破断するおそれが少ない。また、ダイスか
らポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを確実に押し出すことができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、厚さ５μｍ以下のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを安価に
成形することができるという効果がある。また、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ムの製造工程や設備の簡素化を図り、生産性を向上させることができる。また、ダイスか
ら冷却ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離
を５～１００ｍｍの範囲内とするので、ダイスから押し出されたポリエーテルエーテルケ
トン樹脂フィルムが収縮したり、周辺空気の乱れの影響を受けてポリエーテルエーテルケ
トン樹脂フィルムが暴れ、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの厚さの均一性が失
われたり、破断を招くことが少ない。
【００２３】
　請求項２記載の発明によれば、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の溶融混練前における
含水率を５０００ｐｐｍ以下とするので、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の発泡するお
それが少ない。また、押出成形機やダイスの温度がポリエーテルエーテルケトン樹脂の融
点～４５０℃の範囲内なので、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを確実に押出成
形することができ、しかも、ポリエーテルエーテルケトン樹脂が分解するおそれを排除す
ることができる。
【００２４】
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　請求項３記載の発明によれば、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの酸化劣化や
酸素架橋を防止することが可能になる。また、冷却ロールをポリエーテルエーテルケトン
樹脂の融点未満の温度で使用するので、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが冷却
ロールに融着して破断するのを防ぐことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明に係るポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法の実施形態を
模式的に示す全体説明図である。
【図２】本発明に係るポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法の実施形態を
模式的に示す要部説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、図面を参照して本発明の好ましい実施の形態を説明すると、本実施形態における
ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法は、図１や図２に示すように、ポリ
エーテルエーテルケトン樹脂を含有する成形材料１を溶融混練してポリエーテルエーテル
ケトン樹脂フィルム２を厚さ５μｍ以下、例えば厚さ３μｍの薄膜に製造する方法であり
、成形材料１を溶融混練する溶融押出成形機１０と、この溶融押出成形機１０に装着され
てポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を押し出すＴダイス１２と、押し出された
ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２に接触して冷却する金属ロール１４とを用い
、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度を、温度３９０℃における真のせん
断速度１×１０２ｓ－１の場合に８×１０１～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲内とするととも
に、伸長粘度を、温度３９０℃における伸長粘度曲線で伸長速度２×１００～２×１０１

ｓ－１の場合に７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・ｓの範囲内とするようにしている
。
【００２８】
　成形材料１は、少なくともポリエーテルエーテルケトン樹脂（ＰＥＥＫ樹脂）が含有さ
れ、このポリエーテルエーテルケトン樹脂には、本発明の特性を損なわない範囲でポリイ
ミド樹脂（ＰＩ樹脂）、ポリアミドイミド樹脂（ＰＡＩ樹脂）、ポリエーテルケトン樹脂
（ＰＫ樹脂）、ポリイミド樹脂（ＰＩ樹脂）、ポリサルホン樹脂（ＰＳＵ樹脂）、ポリエ
ーテルサルホン樹脂（ＰＥＳ樹脂）、ポリフェニレンサルホン樹脂（ＰＰＳＵ樹脂）、ポ
リフェニレンサルフィド樹脂、ポリフェニレンスルフィドスルホン樹脂、ポリフェニレン
スルフィドケトン樹脂、液晶ポリマー（ＬＣＰ）等が選択的に添加される。
【００２９】
　成形材料１には、本発明の特性を損なわない範囲で酸化防止剤、光安定剤、紫外線安定
剤、可塑剤、滑剤、難燃剤、帯電防止剤、耐熱向上剤、無機充填剤、有機充填剤が選択的
に添加される。
【００３０】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の添加量は、組成重量比率でポリエーテルエーテルケ
トン樹脂が５０質量％以上、好ましくは３０質量％以上、より好ましくは１０質量％以上
が良い。これは、ポリエーテルエーテルケトン樹脂が５０質量％未満の場合には、ポリエ
ーテルエーテルケトン樹脂の特性が失われるからである。また、液晶ポリマーが添加され
る場合、液晶ポリマーは、Ｉ、ＩＩ、ＩＩＩ型のいずれでも良い。
【００３１】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂は、特に限定されるものではないが、以下の繰り返し
単位を有する樹脂で、融点が通常３２０～３６０℃、好ましくは３３５～３４５℃であり
、通常は粉状、顆粒状、ペレット状の成形加工に適した形で使用される。
【００３２】
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【化１】

【００３３】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の構造式のｎは、機械的特性の観点から１０以上、好
ましくは２０以上が良い。このポリエーテルエーテルケトン樹脂は、〔化１〕の繰り返し
単位のみからなるホモポリマーでも良いが、〔化１〕以外の繰り返し単位を有していても
良い。ポリエーテルエーテルケトン樹脂中、〔化１〕の化学構造の割合は、ポリエーテル
エーテルケトン１００モル％に対し、５０モル％以上、好ましくは７０モル％以上、より
好ましくは８０モル％以上が良い。また、ポリエーテルエーテルケトン樹脂は、本発明の
効果を損なわない範囲において、他の共重合可能な単量体とのブロック共重合体、ランダ
ム共重合体、あるいは変性体も使用可能である。
【００３４】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の製造方法としては、例えば特開昭５０－２７８９７
号公報、特開昭５１－１１９７９７号公報、特開昭５２－３８０００号公報、特開昭５４
－９０２９６号公報、特公昭５５－２３５７４号公報、特公昭５６－２０９１号公報に記
載の製造方法があげられる。
【００３５】
　このようなポリエーテルエーテルケトン樹脂の具体例としては、例えばビクトレックス
ピークシリーズ（ビクトレックス社製：商品名）、ベスタキープシリーズ（ダイセル・エ
ボニック社製：商品名）、キータスパイアシリーズ（ソルベイズスペシャルティポリマー
ズ社製：商品名）、ＧＡＴＯＮＥシリーズ（ガルーダケミカル社製：商品名）等があげら
れる。
【００３６】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度は、温度３９０℃における真のせん
断速度１×１０２ｓ－１の場合に８×１０１～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲内、好ましくは
１×１０２～８×１０２Ｐａ・ｓの範囲内とされる。これは、温度３９０℃における真の
せん断粘度が８×１０１Ｐａ・ｓ未満の場合には、Ｔダイス１２の先端部から押し出され
たポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の溶融張力が小さいので、急激に引き落と
すと、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２が破断するからである。これに対し、
真のせん断粘度が１×１０３Ｐａ・ｓを越える場合には、せん断粘度が高いので、Ｔダイ
ス１２から押し出すことができないからである。このポリエーテルエーテルケトン樹脂の
真のせん断粘度は、市販のせん断粘度・伸長粘度測定装置により測定される。
【００３７】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の伸長粘度は、温度３９０℃における伸長粘度曲線で
伸長速度２×１００～２×１０１ｓ－１の場合に７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・
ｓの範囲内、好ましくは８．０×１０４～５．０×１０５Ｐａ・ｓ以下の範囲内とされる
。これは、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の伸長粘度がこの範囲から外れる場合には、
溶融押出成形中に溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂にドローレゾナンスが発生し
、厚さ５μｍ以下の薄膜にポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を安定して成形す
ることが困難となり、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２が破断したり、厚みム
ラが発生しやすくなるからである。ポリエーテルエーテルケトン樹脂の伸長粘度は、市販
のせん断粘度・伸長粘度測定装置により測定される。
【００３８】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２は、溶融押出成形法、カレンダー成形法、
又はキャスティング法等の公知の製造法により製造することができるが、厚さ５μｍ以下
、好ましくは厚さ３μｍ以下の薄膜に製造する場合には、ハンドリング性や設備の簡略化
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の観点から、溶融押出成形法により連続的に薄く押出成形することが望ましい。溶融押出
成形法とは、製造装置の溶融押出成形機１０を使用して成形材料１を溶融混練し、溶融押
出成形機１０の先端部のＴダイス１２からポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を
連続的に押し出して製造する方法である。
【００３９】
　製造装置は、図１に示すように、成形材料１を溶融混練する単軸押出成形機１０や二軸
押出成形機１０等の溶融押出成形機１０と、この溶融押出成形機１０の先端部に連結管を
介して装着され、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を連続的に下方に略帯形に
押し出すＴダイス１２と、このＴダイス１２の下方に配設され、瞬時に押し出されたポリ
エーテルエーテルケトン樹脂フィルム２に接触する回転可能な一対の圧着ロール１３と、
Ｔダイス１２の下方に配設されて一対の圧着ロール１３間に回転可能に介在され、圧着ロ
ール１３との間に押し出されたポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を挟んで急激
に冷却する金属ロール１４と、冷却されたポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を
巻取管１５に巻き取る巻取機１６とを備えて構成されている。
【００４０】
　溶融押出成形機１０の上部後方には、成形材料１用の原料投入口１１が設けられ、この
原料投入口１１に成形材料１が投入される場合には、酸化劣化や酸素架橋を防止する観点
から、ヘリウムガス、ネオンガス、アルゴンガス、クリプトンガス、窒素ガス、二酸化炭
素ガス等の不活性ガスが必要に応じて供給される。
【００４１】
　Ｔダイス１２の先端部（下端部）から金属ロール１４にポリエーテルエーテルケトン樹
脂フィルム２が接触する接触始点までの距離ｄは、５～１００ｍｍ、好ましくは５～７０
ｍｍ、より好ましくは５～５０ｍｍ、さらに好ましくは１０～３０ｍｍの範囲内に調整さ
れる。これは、距離ｄが１００ｍｍを越える場合には、Ｔダイス１２の先端部から押し出
されたポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２が収縮したり、周辺空気の乱れの影響
を受けることにより、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２が暴れ、ポリエーテル
エーテルケトン樹脂フィルム２の厚さの均一性が失われたり（厚さ公差が大きくなる）、
破断を招くという理由に基づく。
【００４２】
　圧着ロール１３の周面には、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２と金属ロール
１４との密着性を向上させる観点から、少なくとも天然ゴム、イソプレンゴム、ブタジエ
ンゴム、ノルボルネンゴム、アクリロニトリルブタジエンゴム、ニトリルゴム、ウレタン
ゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム等のゴム層が必要に応じて被覆形成され、このゴム層
には、シリカやアルミナ等の無機化合物が選択的に添加される。これらの中でも、耐熱性
に優れるシリコーンゴムやフッ素ゴムによりゴム層が被覆形成されることが好ましい。
【００４３】
　圧着ロール１３は、表面が金属から形成される金属弾性ロールが必要に応じて使用され
、この金属弾性ロールが使用される場合には、表面が平滑性に優れるポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂フィルム２の成形が可能となる。金属弾性ロールの具体例としては、エアー
ロール（ディムコ社製：商品名）やＵＦロール（日立造船社製：商品名）が該当する。
【００４４】
　金属ロール１４上のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２との接触点と金属ロー
ル１４の中心線とを結ぶ直線ｌが鉛直線ｖｌと形成する角度θは、図２に示すように、１
～４５°の範囲、好ましくは５～４５°の範囲、より好ましくは１０～３０°の範囲、さ
らに好ましくは１０～２０°の範囲に調整される。これは、角度θが０～４５°の範囲か
ら外れると、Ｔダイス１２の先端部から金属ロール１４にポリエーテルエーテルケトン樹
脂フィルム２が接触する接触始点までの距離ｄが長くなり、周辺環境の影響を受けること
により、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２が暴れ、ポリエーテルエーテルケト
ン樹脂フィルム２の厚さの均一性が失われたり、破断を招くからである。
【００４５】
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　圧着ロール１３とその下流に位置する巻取機１６の巻取管１５との間には、ポリエーテ
ルエーテルケトン樹脂フィルム２の側部にスリットを形成するスリット刃１７が昇降可能
に配置され、このスリット刃１７と巻取管１５との間には、ポリエーテルエーテルケトン
樹脂フィルム２にテンションを作用させて円滑に巻き取るためのテンションロール１８が
回転可能に必要数支持される。
【００４６】
　上記において、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を製造する場合には、溶融
押出成形機１０の原料投入口１１に成形材料１を投入して成形材料１を溶融混練し、Ｔダ
イス１２からポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を連続的に帯形に押し出す。こ
の際、溶融押出成形機１０やＴダイス１２の温度は、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の
融点～４５０℃、好ましくは３５０℃～４３０℃、より好ましくは３５０℃～４００℃が
良い。これは、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の融点未満の場合には、溶融押出成形す
ることができず、逆に４５０℃を越える場合には、ポリエーテルエーテルケトン樹脂が分
解するおそれがあるという理由に基づく。
【００４７】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の溶融混練前における含水率は、５０００ｐｐｍ以下
、好ましくは２０００ｐｐｍ以下に調整される。これは、ポリエーテルエーテルケトン樹
脂の溶融混練前における含水率が５０００ｐｐｍを越える場合には、ポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂が発泡するおそれがあるからである。
【００４８】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を押し出したら、一対の圧着ロール１３、
金属ロール１４、テンションロール１８、巻取機１６の巻取管１５に順次巻架し、ポリエ
ーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の両側部をスリット刃１７でそれぞれカットし、巻
取管１５に順次巻き取れば、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を厚さ５μｍ以
下の薄膜に製造することができる。この際、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２
を金属ロール１４に密着させる方法として、圧着ロール１３により、金属ロール１４にポ
リエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を押し付けて密着させるタッチロール法の採用
が好ましい。
【００４９】
　金属ロール１４は、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の融点未満、好ましくはポリエー
テルエーテルケトン樹脂の結晶化温度以下、より好ましくはポリエーテルエーテルケトン
樹脂のガラス転移以下の温度で使用される。これは、金属ロール１４の温度がポリエーテ
ルエーテルケトン樹脂の融点以上の場合には、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム
２が金属ロール１４に融着して破断するからである。
【００５０】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の表面には、微細な凹凸を形成してその形
状を中心線の平均粗さで０．５０μｍ以下とし、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ム２表面の摩擦係数を低下させることができる。微細な凹凸の形成方法としては、（１）
ＰＥＩ樹脂とフッ素樹脂との組成物を溶融押出成形機１０により溶融混練し、この溶融混
練した組成物をＴダイス１２から微細な凹凸を周面に有する金属ロール１４上に吐き出し
て密着させ、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の成形時に同時に微細な凹凸を
形成する方法、（２）ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を製造した後、微細な
凹凸を周面に有する金属ロール１４上に密着させ、微細な凹凸を形成する方法がある。こ
れらの中では、設備の簡略化の観点から、（１）の方法が好ましい。
【００５１】
　微細な凹凸形状は、中心線の平均粗さで０．５０μｍ以下、好ましくは０．４０μｍ以
下、より好ましくは０．３５μｍ以下が最適である。これは、中心線の平均粗さで０．５
０μｍを越える場合には、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の機械的性質が低
下するおそれがあるからである。
【００５２】
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　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の厚さ公差は、平均値±１０％の範囲内、
好ましくは平均値±５％の範囲内、より好ましくは平均値±３％の範囲内が好適である。
これは、厚さ公差が平均値±１０％の範囲を外れると、ポリエーテルエーテルケトン樹脂
フィルム２の特性に差異が生じたり、巻取管１５に巻き取った場合に、外観の見栄えが悪
化するという理由に基づく。
【００５３】
　このようにして厚さ５μｍ以下、好ましくは厚さ３μｍの薄膜に製造されたポリエーテ
ルエーテルケトン樹脂フィルム２は、マイクロスピーカの振動板用基材フィルム、フィル
ムキャパシタ用フィルム、あるいはハイブリッド電気自動車や電気自動車用駆動モータの
平角電線の被覆用フィルム等として好適に利用される。
【００５４】
　上記によれば、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度を、温度３９０℃に
おける真のせん断速度１×１０２ｓ－１の場合に８×１０１～１×１０３Ｐａ・ｓの範囲
内とし、伸長粘度を、温度３９０℃における伸長粘度曲線で伸長速度２×１００～２×１
０１ｓ－１の場合に７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・ｓの範囲内とするので、厚さ
５μｍ以下、例えば厚さ４μｍや３μｍの薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ム２をムラなく安定して高品質に製造することができる。
【００５５】
　また、Ｔダイス１２の先端部から金属ロール１４にポリエーテルエーテルケトン樹脂フ
ィルム２が接触する接触始点までの距離ｄを５～１００ｍｍの範囲内とするので、例えば
厚さ４μｍや３μｍの薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２をムラなく安定
して高品質に製造することができる。また、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２
の製造工程を従来よりも簡素簡略化することができ、長時間に亘って乾燥させる必要もな
い。したがって、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の生産性を著しく向上させ
ることができ、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２の大幅なコスト削減が期待で
きる。
【００５６】
　さらに、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２にスリット刃１７によりスリット
を形成し、所定の大きさに整えることができるので、製造工程の簡略化が可能になる。
【００５７】
　なお、上記実施形態では圧着ロール１３により、金属ロール１４にポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂フィルム２を押し付けて密着させるタッチロール法を採用したが、何らこれ
に限定されるものではない。例えば、例えば静電印加法（ピンニング法）やエアーナイフ
を採用して金属ロール１４にポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム２を密着させても
良い。また、圧着ロール１３と巻取機１６との間に必要数のテンションロール１８を回転
可能に支持させても良い。
【実施例】
【００５８】
　以下、本発明に係るポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法の実施例を比
較例と共に説明する。
〔実施例１〕
　先ず、ポリエーテルエーテルケトン樹脂を１６０℃に加熱した排気口付きの熱風オーブ
ン中に２４時間静置して乾燥させ、図１に示すポリエーテルエーテルケトン樹脂を幅９０
０ｍｍのＴダイスを備えたφ４０ｍｍの単軸溶融押出成形機（アイ・ケー・ジー社製）に
投入して溶融混練し、溶融混練したポリエーテルエーテルケトン樹脂を単軸溶融押出成形
機のＴダイスから連続的に押し出し、薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを
帯形に成形した。
【００５９】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率を測定したところ、１３８ｐｐｍで
あった。このポリエーテルエーテルケトン樹脂の含水率は、微量水分測定装置（三菱化学
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社製：商品名ＣＡ－１００型）を用い、カールフィッシャー滴定法により測定した。また
、単軸溶融押出成形機は、Ｌ／Ｄ＝２５、圧縮比：２．５、スクリュー：フルフライトス
クリュータイプとした。単軸溶融押出成形機の温度は３８０～４２０℃、Ｔダイスの温度
は４００℃、これら単軸溶融押出成形機とＴダイスとを連結する連結管の温度は４００℃
に調整した。
【００６０】
　単軸溶融押出成形機にポリエーテルエーテルケトン樹脂を投入する際、単軸溶融押出成
形機に窒素ガスを５２０Ｌ／分供給した。また、溶融したポリエーテルエーテルケトン樹
脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度を測定したとこ
ろ、３９８℃であった。Ｔダイスの先端部から金属ロールにポリエーテルエーテルケトン
樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は、７０ｍｍに調整した。また、金属ロール
のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直
線ｌが鉛直線と形成する角度θは、１５°に調整した。
【００６１】
　薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯形に成形したら、ポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の真のせん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ測定し、その結果を表１にま
とめた。
【００６２】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度については、ツインキャピラリーレ
オメーターＲ６０００（ＩＭＡＴＥＫ社製：商品名）を使用して測定した。具体的には、
キャピラリーダイ：φ１．０ｍｍ×１６ｍｍ（ロングダイ）、φ１．０ｍｍ×０．２５ｍ
ｍ（ショートダイ）、バレル径：１５ｍｍ、温度：３９０℃において、ポリエーテルエー
テルケトン樹脂をバレル内に４０ｇ投入し、ロングダイ側：０．９ＭＰａ、ショートダイ
側：０．３ＭＰａになるまでピストンを５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で押し込み、圧力が所定
値の圧力となったら、そのままの状態で６分間保持した。
【００６３】
　その後、再び、ロングダイ側：０．９ＭＰａ、ショートダイ側：０．３ＭＰａになるま
でピストンを５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で押し込み、圧力が所定値の圧力となったら、所定
の見かけのせん断速度（１０、３０、５０、８０、１００、３００、５００、８００、１
０００ｓ－１）を与えて測定し、真のせん断速度と真のせん断粘度とを求めた。真のせん
断速度と真のせん断粘度とを求めたら、真のせん断粘度を縦軸、真のせん断速度の値を横
軸にプロットし、真のせん断粘度－真のせん断速度曲線を作成し、この曲線より真のせん
断速度が１００ｓ－１の時の真のせん断粘度を読み取った。
【００６４】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の伸長粘度についても、ツインキャピラリーレオメー
ターＲ６０００（ＩＭＡＴＥＫ社製：商品名）を使用して測定した。具体的には、キャピ
ラリーダイ：φ１．０ｍｍ×１６ｍｍ（ロングダイ）、φ１．０ｍｍ×０．２５ｍｍ（シ
ョートダイ）、バレル径：１５ｍｍ、温度：３９０℃において、ポリエーテルエーテルケ
トン樹脂をバレル内に４０ｇ投入し、ロングダイ側：０．９ＭＰａ、ショートダイ側：０
．３ＭＰａになるまでピストンを５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で押し込み、圧力が所定値の圧
力となったら、そのままの状態で６分間保持した。
【００６５】
　その後、再び、ロングダイ側：０．９ＭＰａ、ショートダイ側：０．３ＭＰａになるま
でピストンを５０ｍｍ／ｍｉｎの速度で押し込み、圧力が所定値の圧力となったら、所定
の見かけのせん断速度（１０、３０、５０、８０、１００、３００、５００、８００、１
０００ｓ－１）を与えて測定し、真のせん断速度と真のせん断粘度とを求めた。真のせん
断速度と真のせん断粘度とを求めたら、真のせん断粘度を縦軸、真のせん断速度の値を横
軸にプロットし、真のせん断粘度－真のせん断速度曲線を作成し、伸長速度２～２０ｓ－

１の範囲の時の伸長粘度が７．０×１０４～７．０×１０５Ｐａ・ｓの範囲内であった場
合を○、外れた場合を×とした。



(11) JP 6087257 B2 2017.3.1

10

20

30

40

50

【００６６】
　薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯形に成形したら、薄膜のポリエー
テルエーテルケトン樹脂フィルムを、シリコーンゴム製の一対の圧着ロール、１４０℃に
加熱した金属ロール、テンションロール、巻取機の６インチの巻取管に順次巻架し、ポリ
エーテルエーテルケトン樹脂フィルムの両側部をスリット刃でそれぞれ裁断し、その後、
巻取機の巻取管に順次巻き取ることにより、長さ２０００ｍ、幅６６０ｍｍのフィルムを
製造した。この際、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの厚さを測定し、その平均
値とフィルム厚公差とをそれぞれ求め、その結果を表１にまとめた。
【００６７】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの厚さについては、接触式の厚さ計である電
子マイクロメータ　ミロトン１２４０（Ｍａｈｒ社製：商品名）を使用して測定した。測
定に際しては、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの押出方向と幅方向（押出方向
の直角方向）が交わる所定位置の厚みを１００箇所測定し、その平均値をフィルム厚とし
た。押出方向の測定箇所は、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの先端部から１０
０ｍｍ間隔で１００ｍｍ、２００ｍｍ、３００ｍｍ、４００ｍｍ、５００ｍｍの位置とし
た。
【００６８】
　これに対し、幅方向の測定箇所は、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの左端部
から２５ｍｍ、次いで３０ｍｍ間隔で５５ｍｍ、８５ｍｍ、１１５ｍｍ、１４５ｍｍ、１
７５ｍｍ、２０５ｍｍ、２３５ｍｍ、２６５ｍｍ、２９５ｍｍ、３２５ｍｍ、３５５ｍｍ
、３８５ｍｍ、４１５ｍｍ、４４５ｍｍ、４７５ｍｍ、５０５ｍｍ、５３５ｍｍ、５６５
ｍｍ、５９５ｍｍの箇所とした。
【００６９】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムのフィルム厚公差については、以下の式から
求めた。
　フィルム厚公差[％]＝{（ＭＡＸまたはＭＩＮ）－（ＡＶＥ）}／（ＡＶＥ）×１００
　ここで、ＭＡＸ：フィルム厚の最大値
　　　　　ＭＩＮ：フィルム厚の最小値
　　　　　ＡＶＥ：フィルム厚の平均値
　求めたフィルム厚公差が±５％以内の場合を◎、±５～１０％以内の場合を○、±１０
％を越える場合を×とした。
【００７０】
〔実施例２〕
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂を１６０℃に加熱した排気口付きの熱風オーブン中に
２４時間静置して乾燥させ、基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂フィルムを帯形に成形し、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘
度と伸長粘度とをそれぞれ測定してその結果を表１にまとめた。
【００７１】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、１５６ｐｐｍであった。また、
溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の温度を測定したところ、３９６℃であった。Ｔダイスの先端部から金
属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は、
３０ｍｍに調整した。また、金属ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの
接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角度θは、２０°に調整し
た。
【００７２】
〔実施例３〕
　基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯
形に成形し、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ
測定してその結果を表１にまとめた。
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【００７３】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、１３７ｐｐｍであった。また、
溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の温度を測定した結果、３９３℃であった。Ｔダイスの先端部から金属
ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は、１
０ｍｍに変更した。また、金属ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接
触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角度θは、３０°に変更した
。
【００７４】
〔実施例４〕
　先ず、実施例１で使用したポリエーテルエーテルケトン樹脂８０質量％とポリフェニル
サルホン樹脂２０質量％とを樹脂容器に投入し、この樹脂容器に蓋を取り付けてタンブラ
ーミキサーに装着し、このタンブラーミキサーを２３℃、１時間の条件で回転させること
により、ポリエーテルエーテルケトン樹脂とポリフェニルサルホン樹脂とを攪拌混合して
攪拌混合物を調製した。
【００７５】
　次いで、攪拌混合物を真空ポンプ付きの高速二軸溶融押出機（池貝社製：商品名ＰＣＭ
３０、Ｌ／Ｄ＝３５）に供給して減圧下で溶融混練し、高速二軸溶融押出機先端部のダイ
スから棒形に吐き出させてストランドを形成させた。この際の溶融混練条件は、シリンダ
ー温度：３５０～３９０℃、アダプター温度：３９０℃、ダイス温度：３９０℃とした。
【００７６】
　ストランドを形成したら、このストランドを水冷してペレタイザによりカットし、長さ
２～３ｍｍ、直径１～２ｍｍの成形材料をペレット形に調製し、この成形材料を１６０℃
に加熱した排気口付きの熱風オーブン中に２４時間静置して乾燥させるとともに、含水率
を１７５ｐｐｍに調整し、成形材料の真のせん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ測定してそ
の結果を表１にまとめた。成形材料の含水率は、実施例１と同様の方法により測定した。
【００７７】
　以下、実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯形に
成形した。この際、Ｔダイスの先端部から金属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂
フィルムが接触する接触始点までの距離は、３０ｍｍに変更した。また、金属ロールのポ
リエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が
鉛直線と形成する角度θは、２０°に変更した。
【００７８】
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【表１】

【００７９】
〔比較例１〕
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂を１６０℃に加熱した排気口付きの熱風オーブン中に
２４時間静置して乾燥させ、基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂フィルムを帯形に成形しようとし、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真の
せん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ測定してその結果を表２にまとめた。
【００８０】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、１２９ｐｐｍであった。また、
溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の温度を測定した結果、３９４℃であった。Ｔダイスの先端部から金属
ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は、５
０ｍｍとした。また、金属ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの接触点
と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角度θは、１５°とした。
【００８１】
　Ｔダイスからポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを押出成形しようとしたが、Ｔ
ダイスと金属ロールとの間でポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが破断し、ポリエ
ーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造することができなかった。
【００８２】
〔比較例２〕
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂を１６０℃に加熱した排気口付きの熱風オーブン中に
２４時間静置して乾燥させ、基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテ
ルケトン樹脂フィルムを帯形に成形しようとし、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真の
せん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ測定してその結果を表２にまとめた。
【００８３】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、１５７ｐｐｍであった。また、
溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の温度を測定したところ、３９４℃であった。Ｔダイスの先端部から金
属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は、
３０ｍｍに変更した。また、金属ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムとの
接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角度θは、２０°に変更し
た。
【００８４】
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　比較例１同様、Ｔダイスと金属ロールとの間でポリエーテルエーテルケトン樹脂フィル
ムが破断し、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造することができなかった。
【００８５】
〔比較例３〕
　基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯
形に成形しようとし、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度と伸長粘度とを
それぞれ測定してその結果を表２にまとめた。
【００８６】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、測定の結果、１５８ｐｐｍであ
った。また、単軸溶融押出成形機の温度は４００～４２５℃、Ｔダイスの温度は４００℃
、これら単軸溶融押出成形機とＴダイスとを連結する連結管の温度は４２０℃に変更した
。
【００８７】
　溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテル
エーテルケトン樹脂の温度を測定したところ、４１３℃であった。Ｔダイスの先端部から
金属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触する接触始点までの距離は
、３０ｍｍに変更した。また、金属ロールのポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムと
の接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角度θは、２０°とした
。
【００８８】
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の溶融粘度が著しく高いため、Ｔダイス全面より溶融
したポリエーテルエーテルケトン樹脂を押し出すことができず、ポリエーテルエーテルケ
トン樹脂フィルムを製造できなかった。
【００８９】
〔比較例４〕
　基本的には実施例１と同様にして薄膜のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを帯
形に成形し、ポリエーテルエーテルケトン樹脂の真のせん断粘度と伸長粘度とをそれぞれ
測定してその結果を表２にまとめた。
　ポリエーテルエーテルケトン樹脂の乾燥時の含水率は、１２９ｐｐｍであった。また、
溶融したポリエーテルエーテルケトン樹脂の温度に関し、Ｔダイス入口のポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂の温度を測定したところ、３９４℃であった。
【００９０】
　Ｔダイスの先端部から金属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接触す
る接触始点までの距離は、１２０ｍｍとした。また、金属ロールのポリエーテルエーテル
ケトン樹脂フィルムとの接触点と金属ロールの中心線とを結ぶ直線が鉛直線と形成する角
度θは、３０°とした。
【００９１】
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【表２】

【００９２】
　実施例１、２、３、４の場合には、厚さが５μｍ以下であり、しかも、フィルム厚公差
が±１０％以内のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを高品質に製造することがで
きた。
【００９３】
　これに対し、比較例１の場合には、伸長粘度が本発明の範囲外なので、ポリエーテルエ
ーテルケトン樹脂フィルムを製造することができなかった。また、比較例２、３の場合に
は、真のせん断粘度が本発明の範囲外なので、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム
を製造できなかった。
【００９４】
　比較例４の場合、ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを製造することができたも
のの、Ｔダイスの先端部から金属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムが接
触する接触始点までの距離が１００ｍｍを越えるので、フィルム厚公差が±１０％を越え
てしまった。したがって、高品質のポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムを得ること
ができなかった。
【産業上の利用可能性】
【００９５】
　本発明に係るポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルムの製造方法は、電気機器、医療
機器、自動車、航空機等の製造分野で使用される。
【符号の説明】
【００９６】
１　　　　成形材料
２　　　　ポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム
１０　　　溶融押出成形機（押出成形機）
１２　　　Ｔダイス（ダイス）
１３　　　圧着ロール
１４　　　金属ロール（冷却ロール）
１５　　　巻取管
１６　　　巻取機
ｄ　　　　Ｔダイスの先端部から金属ロールにポリエーテルエーテルケトン樹脂フィルム
が接触する接触始点までの距離
ｌ　　　　直線
ｖｌ　　　鉛直線
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